
保育所保育指針の概要（現行）  
○保育所における保育のガイドラインとして保育所保育指針を策定  

○保育の目標、保育の方法、保育の環境、保育の内容構成の基本方針についての基本的事項   
を提示  

○子どもの発達段階に応じて、年齢ごとに保育のねらいや内容を提示  
・安全に関する留意事項や保育所における子育て支援についても提示  ○健康  

○保育の方法として保育の留意点を示している  

・家庭、地域の生活実態を把握し、適切な保  
護、世話を行う  

・子どもの発達理解、特性に応じ、発達の課  
題に配慮した保育  

・子どもの生活リズムを大切にし、生活の流れ  
を安定させる  

・子どもの主体的活動を重視し、遊びを通して  
保育  など  

○乳幼児の最善の利益を考慮  

○家庭養育の補完を行い、健康・安全で情緒   
の安定した生活ができる環境を用意し、健全   
な心身の発達を図る  

○養護と教育が一体となって豊かな人間性を   

持った子どもを育成（保育所保育の特性）  

保
育
の
方
法
 
 

○生命の保持及び情緒の安定を図る  

○基本的な習慣や態度を養い、心身の健康   
の基礎を培う  

○自主、協調の態度を養い、道徳性の芽生え   
を培う  

○自然などについての興味・関心を育て、豊   
かな心情、思考力の基礎を培う  

○生活の中で言葉への興軒関心を育て、豊   

○子どもの発達の特性を示している  

・乳幼児期は心身の発育・発達が著しく、一人  
一人の個人差が大きい  

・子どもの発達は、環境内の人や自然、事物、  
出来事などとの相互作用の結果として進む   

（大人との相互作用と、大人との関係を土台  
とした子ども同士の社会的相互作用）  

・子どもの主体活動の中心は遊びである  

保
育
の
目
標
 
 

子  

ど  

も  

の  

発  

達  かな言葉を養う  

○豊かな感性を育て、  創造性の芽生えを培う  
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保育所保育指針の改定の検討  

平成19年度中を目途に検討■改定の予定  
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学齢期の対応（子どもの放課後対策）  
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放課後児童クラブについて  
【事業の内容、目的】  

共働き家庭など留守家庭のおおむね10歳未満の児童に対して、児童館や学校の余裕教室、公民館などで、  
放課後に適切な遊び、生活の場を与えて、その健全育成を図る  
（平成9年の児童福祉法改正により法定化〈児童福祉法第6条の2第2項〉）  

【現状】（平成18年5月現在）  

【事業に対する国の助成】  

児童手当勘定（特別会計）から事業実施市町村に対して助成  

運営費の負担の考え方  

平成19年度予算158．5億円（38．3億円増）  
国  

保護者  1／6  
1／2  

都道府県  
1／6  

市町村  
1／6  

○運営費  

・概ね1／2を保護者負担で賄うことを想定。  

・残りの1／2分について、児童数が10人以上で、   

原則年間250日以上開設するクラブに補助。  

・児童数36～70人の場合、基準額：240．8万円  

○整備費  

1／2  1／2  

・新たに施設を創設する場合（基準額：1，250万円）のほか、学校の余裕教室等を改修する場合  
（基準額：700万円）、備品購入のみの場合（基準額：100万円）も助成  

※運営費、整備費ともに、国、都道府県、市町村が3分の1ずつ旦担  
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「放課後児童クラブ」の実施状況  
○終了時刻の状況  

○規模別実施状況  
18時までが全体の約67％、19時までが  登録児童数の人数規模別でみると、36人～70人  
約31％を占める。  までのクラブが全体の約44％を占める0  

19：01以降  

18：01～19：0  

4，882か所（31  

○設置場所の状況  
○登録児童の学年別の状況  

学校の余裕教室が約28％、学校  
約9割  小学校1年生から3年生までで全体の  

設置場所では、  

敷地内の専用施設が約18％、児童館が約16％   
を占める。   であり、これらで全体の約6割を占める0  
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地域こども教室推進事業について  

H18予算額 6，644百万円   

〔活動例〕  

◎お手玉やめんこなどの「菖遊び」  

◎図工、折り紙、読み聞かせなどの「文化活動」  
◎野球やサッカーなどの「スポーツ」  

◎パソコンなどの操作等を教え合う など  

〃7β年度   

aβ7βケ屏  

彪2，7（フ9万人  

彪 ββ7万人  

〃76年度  〃77年房  

男 鹿 屋 屏 身  長β27ケ屏   ス959ケ屏  
参加Lた子どるたろ（選べ及ノ了彪 9∂防人 詔7，9β民有人  
参勿Lた彪邸の大人たろ修べ及ノ 了形 777万人 彪 ββ彷人  

地域における子ども活動拠点づくりの定着促進（新規）＜H18予算額＝73百万円（6，644百万円の内数）＞  

具体的な方法  対 象 者  

各都道府県で次のような研修会を実施  

○各課題（安全、人材確保、活動プログラム、  
連携方策など）に関する研究協議会  

○ポスターやパネルによる相互の活動報告  

及び情報交換会  

「地域子ども教室」の実施に  

あたって、中核的な役割を担  
っている者  

・コーディネーター  

■安全管理員  

・ボランティアなど  



「地域子ども教室推進事業」の実施状況  
【平成18年度】  

予 算   実施状況   

金  額   6，644，116千円   6，537，240千円   

実施カ所数   10，000カ所   8，318カ所   

【主な子ども教室の実施場所】  

中学校   公民館   児童館   その他   小学校  合 計   

4，345（52％）   314（4％）   1，892（23％）   161（2％）   1，606（19％）   8，318（100％）   

（その他・‥ 集会所、文化センター、公園、体育館、図書館、博物館など）  

【子ども教室の開催日実績】  

土日のみ   平日放課後＋土日   平日放課後のみ  合 計   

4，689（56％）   1，040（13％）   2，589（31％）   8，318（100％）   

【主な子ども教室の取組内容】  

読み聞かせ、囲碁・将棋、めんこ・お手玉■竹馬・紙芝居などの昔遊び（作成含む）、手芸、陶芸、工作、料理、英会話、科学教室、  
お茶（茶道）、生け花、折り紙、野球・サッカーなどのスポーツ教室、ネイチャーゲームなどの自然体験、鬼ごっこ、缶蹴り、など  

【安全管理員、活動アド′くイザーの参加状況】  【地域子ども教室の参加（子ども）状況】   

※（）内は内数で無償ボランティアの数  
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放課後児童クラブ・地域こども教室の取組の現状  
放課後児  
童クラブ  

地域子ど  未実施市町村数   

No  都道府県  小学校区数  も教室実  

実施箇所 数  実施率    施箇所数  実施率  未実施市   
町村率   

25  滋賀県   235   179  76．2％   97  41．3％   0  0．0％   

26  京都府   439   347  79．0％   93  21．2％   1   3．6％   

27  大阪府  1，029   924  89．8％  790  76．8％   0  0．0％   

28  兵庫県   822   649  79．0％  269  32．7％   0  0．0％   

29  奈良県   225   179  79．6％   92  40．9％   6  15．4％   

30  和歌山県  308   117  38．0％  154  50．0％   6  20，0％   

31  鳥取県   168   109  64．9％  140  83．3％   2  10．5％   

32  島根県   262   145  55．3％  154  58．8％   1  4．8％   

33  岡山県   433   290  67．0％  191  44．1％   0  0．0％   
34  広島県   597   424  71．0％  229  38．4％   0  0．0％   

35  山口県   352   297  84，4％  181  51．4％   0  0．0％   

36  徳島県   271   162  59．8％   76  28．0％   4  16．7％   

37  香川県   199   102  51．3％   60  30．2％   1   5．9％   

38  愛媛県   363   156  43．0％  105  28．9％   0  0．0％   

39  高知県   308   108  35．1％   55  17．9％   8  22．9％   

40  福岡県   771   658  85．3％  209  27．1％   2  2．9％   

41  佐賀県   193   154  79．8％  180  93．3％   0  0．0％   

42  長崎県   406   194  47．8％  109  26．8％   1  4．3％   

43  熊本県   459   268  58．4％  158  34．4％   6  12．5％   

44  大分県   361   182  50．4％  115  31．9％   2  11．1％   

45  宮崎県   278   188  67．6％   61  21．9％   5  16．1％   

46  鹿児島県  602   250  41．5％  101  16．8％   7  14．3％   

47  沖縄県   280   205  73．2％  402  143．6％   7  17．1％   

都道府県計   22，607  15，857  70．1％  8，318  36．8％   132  7．2％   

放課後児  
童クラブ  

No  都道府県  小学校区数    実施箇所 も教室実  

数  実施率               施箇所数  実施率  未実施市  

町村率   

口  北さ毎道  1，365   761  55．8％  167  12．2％   27  15．0％   

2  青森県   378   238  63．0％  158  41．8％   0  0．0％   

3  岩手県   435   198  45．5％  143  32．9％   3  8．6％   

4  宮城県   460   290  63．0％   91  19．8％   2  5．6％   

5  秋田県   289   174  60．2％  102  35．3％   0  0．0％   

6  山形県   351   149  42．5％  133  37．9％   2  5．7％   

7  福島県   551   278  50．5％  112  20．3％   5  8．2％   

8  茨城県   577   441  76．4％  109  18．9％   0  0．0％   

9  栃木県   419   313  74．7％  111  26．5％   0  0．0％   

10  群馬県   346  283  81．8％  205  59．2％   3  7．7％   

皿  埼玉県   826   801  97．0％  201  24．3％   0  0．0％   

12  干葉県   855   617  72．2％  313  36．6％   0  0．0％   

13  東京都  1，329  1，407  105．9％  489  36．8％   7  11．3％   

14  神奈川県  870   694  79．8％  309  35．5％   2  5．7％   

15  新潟県   572   306  53．5％   78  13．6％   1   2．9％   

16  富山県   210   163  77．6％  190  90．5％   0  0．0％   

17  石川県   236   206  87．3％  110  46．6％   0  0．0％   

18  福井県   213   158  74．2％  173  81．2％   0  0．0％   

19  山梨県   216   171  79．2％  101  46．8％   4  13．8％   

20  長野県   397   300  75．6％  178  44．8％   7  8．6％   

21  岐阜県   392   267  68．1％  186  47．4％   2  4．8％   

22  静岡県   540   391  72．4％  180  33．3％   1   2．4％   

23  愛知県   982   775  78．9％  370  37．7％   6  9．5％   

24  三重県   437   189  43．2％   88  20．1％   1   3．4％  

注1：小学校区については、学校基本調査速報値（平成18年5月1日）を使用  

注2：放課後児童クラブ実施箇所数は平成18年5月1日現在調査の箇所数、地域子ども教室実施箇所数は平成18年度申請箇所数  

注3：実施率は、都道府県毎の小学校区数に対する実施箇所数の割合  
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「放課後子どもプラン」推進のための連携方策～文部科学省と厚生労働省の放課後対策事業の連携～   




